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序
　21世紀を目前に控えた今日、世界的規模で政治、経済、社会のあらゆる分野におい
て多くの環境変化に直面している。それは公益事業の一分野である交通産業において
も同様であり、これまで伝統的に「市場の失敗」が発生するとされ、政府による公的
関与が積極的に行われてきたこの分野においても、近年では技術革新等の要因を背景
に市場原理（市場競争）の適用が強く求められる状況にある。そのため各国とも、こ
れまで政府によって厳格に定められていたさまざまな規制を緩和することによって
「公」の役割をミニマムなものへと凝縮し、可能な限り交通産業を市場原理の中に委
ねようとする規制緩和政策が進行していったのである。
　しかし、この規制緩和政策も市場性の高い、すなわち採算性の良い財・サービス分
野については多大のプラス効力を発揮するものの、逆に市場性が乏しく、採算性の低
い財・サービス分野については過小供給や供給そのものの停止など、数多くのマイナ
ス効果を生じさせることとなる。だが、後者のような市場競争になじまず、採算ベー
スにのらないような財・サービス分野であっても、現実には社会的見地から継続的に
維持・供給が必要とされる財・サービス分野が存在する。このことから、たとえ市場
原理に基づく自由化政策が推進されても、この種の財・サービスについては公的部門
がなんらかの政策的配慮を講じ、それらの維持・供給に責任を持たなければならない。
　規制緩和の進展に伴って公的部門の役割が全体的に縮小傾向にある中で、逆に公的
部門の果たす役割が従来よりも拡大することが予想される分野の一つに鉄道の整備・
維持が挙げられる。鉄道事業は従来から自動車や航空といった他の交通機関との熾烈
な競争状態に置かれているのと同時に、今後は需給調整規制の廃止をはじめとする規
制緩和政策の進展といった要素も加わることから、将来的に鉄道事業の収益性は今後
もますます低下することが予想される。以上の点を考慮すると、これからの鉄道事業
者は単独で新たな路線の建設、あるいは不採算路線の維持を図っていくことは難しい
状況にあるといえる。だがその一方で、わが国の鉄道整備状況は特に大都市圏を中心
としていまだ十分満足のいくレベルにまで達したとはいえない状況にあり、今後も輸
送力増強を中心とした鉄道整備が社会的に強く要請されている。同時に、地方部にお
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ける不採算の鉄道路線についても、地域社会の重要な公共交通機関の一つとして引き
続き、その輸送サービスが社会的に強く要請されているケースも多くの地域で見受け
られる。
　以上のことから今後、鉄道の整備・維持を積極的に推進していくためには、公的部
門の費用面での果たす役割と責任が必要不可欠な要素となるが、その際、公的部門の
無制限な費用負担を抑え、なおかつ鉄道事業者の経営効率化努力のインセンティブを
減じさせないようにするためには、現代の鉄道事業において「公」が果たすべき役割
と「民」が果たすべき役割とをきちんと整理・分界し、その上で「公」と「民」それ
ぞれが自らの領域に責任を持ちつつ、相互に連携しながら現代の鉄道事業が抱える諸
問題の解決を図っていくことが必要である。本研究はこのような問題意識に基づき，
今後の鉄道事業における整備・維持の場面において、「公」と「民」それぞれが持つべき責
任と役割の変化について理論的に検討を行うとともに、規制緩和時代を迎えた今後の
鉄道整備・維持のあり方およびその方向性について考察することとした。以下に、各
章の要旨と特徴を記述することとする。
第1章　鉄道事業における規制制度と規制改革
　本章では、創業期から現在に至るまでの鉄道事業に対する規制制度の変遷、および
今後のわが国における鉄道政策の方向性について整理・分析した。ここでは各国の鉄
道政策の変遷を辿ることによって、鉄道事業に対する公的機関の役割が交通市場構造
の変化とともにこれまでどのように変化してきたのかについて概説している。
　公的機関からの鉄道事業者に対する公的関与は、その時代の鉄道事業が置かれてい
る交通市場状況によって変化する。まず鉄道が独占であった時代、政府は消費者保護
を図る観点から鉄道事業者に厳格な規制を課す一方で、自然独占が原因で発生する「市
場の失敗」を防止する観点から鉄道事業者にある一定の独占を保証し、これによって
生じる独占利潤を用いることによって、鉄道事業者自らの手による路線の拡充および
内部補助を通じた路線の維持の双方が可能となるようなシステムづくりを行った（「参
入規制」＋「内部補助」型の鉄道政策）。だが後に、自動車や航空を中心とする他の交
通機関が発達して鉄道の独占体制が崩壊すると、いうまでもなく鉄道事業の収益性は
大幅に悪化することとなり、その結果、鉄道事業者自らの手による鉄道整備および内
部補助を通じた路線の維持はきわめて困難な状況となった。
　しかしその一方で、多くの国々では競争時代を迎えてもなお、鉄道独占時代に設計
された伝統的な「参入規制」＋「内部補助」型の規制体系がそのまま存置されたこと
から、鉄道事業者は競争時代に対応した柔軟な鉄道事業経営を行うことができず、こ
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れが鉄道事業の収益性悪化にますます拍車をかける大きな要因のひとつとなった。こ
のため運営難に陥った鉄道はこれ以降、政府から毎年多額の補助金を受け入れながら
引き続き輸送サービスを提供することとなり、同時にその補助金の額も年々増加の一
途を辿ることとなった。
　ところがこうした鉄道事業者に対する手厚い助成も、政府の財政状況が悪化するに
したがって次第に維持することが困難となってきたことから、各国政府はこれら運営
難に陥っている鉄道に対する補助金の額を削減する必要に迫られることとなった。そ
こで各国では、伝統的な規制体系を維持しながら、「イコール・フッティング政策」や
「総合交通調整」などの交通政策を採用することによって、鉄道事業そのものの収益
性の回復を図ろうとしたものの、計画の抽象性や技術的問題などからこれらの施策は
すべて失敗に終わった。そして「鉄道問題」を解決する最後の手段として提起される
こととなったのが、従来から鉄道事業者にとって大きな資本費負担となっていた鉄道
インフラ部分を輸送サービス部分から分離し、鉄道事業者は輸送サービス部分につい
てのみ責任を負うものとする、いわゆる「上・下分離」の議論であった。
第2章　「インフラの所有」と「事業運営」の分離概念
　この章では、鉄道の運営難に陥った欧米各国の交通政策の中から提起され、現在の
欧米諸国における鉄道政策の基本概念となっている「上・下分離」についての検討を
行っている。ここでははじめに、鉄道インフラ（lnfrastructure）部分と輸送サービス
部分それぞれの財・サービスとしての基本的概念を示した後、これまで伝統的に垂直
統合化された一つのシステムとして発達してきた鉄道事業においても、近年では他の
公益事業と同様、自然独占が発生しやすい分野である鉄道インフラ部分と、経営効率
化や競争の導入を図りやすい輸送サービス部分とを機能別に分離する、いわゆる上・
下分離の考え方が導入されつつある現状を分析している。つまりこの考え方は、「下」の
部分すなわち鉄道インフラ部分を道路などと同じ「公道」とみなすことによって「公
的責任の範囲」とする一方、「上」の部分すなわち輸送サービス部分を「企業責任の範
囲」とみなして効率的な輸送サービスの提供を行うというものであり、これによって
それまで構造的な不採算に陥っていた鉄道事業の採算化を目指そうとするものであ
る。なお具体的な上・下分離の実施方法については、各国・各ケー・一スでそれぞれに違
いが見られることから、基本的にはその国の鉄道が置かれている交通市場構造の違い
によって、採用される上・下分離の実施形態も変化すると考えられる。
　上・下分離政策の実施は鉄道事業に対する公的部門の役割の無秩序な増大に歯止め
をかけ、公的部門からの補助金の額を従来よりも大幅に削減できるのと同時に、輸送
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サービス部門には採算性確保を目的とした能率的な経営が求められることから、鉄道
事業全体の収益性を改善することが可能になるという意味で大きなメリットがある。
反面、鉄道事業は他の交通機関とは異なり、線路や信号、通信施設、駅などといった
輸送サービスの生産要素がいずれも相互に緊密に絡み合った複合的システムとして構
成されていることから、安全性・効率性の点を考慮すると、本来的には上・下一・体と
なった計画・整備・保守・運営が望ましいことはいうまでもない。この意味からする
と、鉄道の上・下分離政策はあくまで現代の鉄道事業が抱える構造的な諸問題を軽減
するための「苦肉の策」であり、上・下分離を実施するか否か、あるいはどの上・下
分離方式を採用するかについては、鉄道事業者および政府などによる慎重な政策判断
が必要とされることを指摘している。
第3章　わが国の鉄道整備に対する事業制度
　本章はわが国における鉄道整備・維持に対する事業制度についての分析である。こ
こでは最初に戦前の鉄道整備・維持に対する事業制度を確認した後、戦後の鉄道を地
方部・大都市圏・幹線鉄道という3つの輸送市場に分け、それぞれ現在の具体的な整
備状況、整備手法、補助制度等についての詳細な検討を行った。いうまでもなく輸送
市場ごとにそれぞれ抱えている問題は異なるものの、ここで共通して指摘できること
は、鉄道の整備・維持を積極的に推進するための政府による補助制度はいまだ十分な
レベルにまで達しておらず、現在のわが国における鉄道整備・維持に対する公的な財
政負担はきわめて貧弱なものであるということである。
　わが国においては一部の地方私鉄を除いて、欧米諸国のような鉄道事業そのものの
運営難現象にまでは至らなかったものの、やはり競合交通機関の発展に伴って、鉄道
事業の収益性は全体的に低下する傾向にあったことから、鉄道事業者が独占利潤を得
ながら自らの手で鉄道整備・維持を行うという従来からの図式はもはや成り立たない
状況となっている。その一方で、現在、社会的に鉄道整備が必要とされる路線の多く
は大幅な収入増が見込めない大都市圏の輸送力増強を主な目的とする整備事業である
ことから、鉄道事業者の投資インセンティブはほとんど働かず、そのためわが国におい
ても鉄道整備は大都市圏を中心として一向に進捗していないのが現状である。そこで
政府は、従来から建設主体となる鉄道事業者に補助金を交付することによってこれら
の鉄道路線の整備促進を図ってきたが、現行の補助制度は柔軟性のないきわめて厳格
な特定補助方式を採用しているため、こうした補助制度を活用できる事業者は自然と
限られてくることとなり、その結果、大都市圏における鉄道整備状況はいまだ十分なレ
ベルにまで達しているとはいえない状況となっているのである。またこのことは地方
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部における不採算の鉄道路線についても同様であり、政府による補助を受けることが
できなくなった路線は廃止に追い込まれるという例が後を絶たないのが現状である。
　その一方で、近年ではわが国においても欧米諸国で考え出された上・下分離の概念
を導入することによって、鉄道整備・維持を積極的に推進しようとする動きが徐々に
みられるようになっていることを具体例に基づきながら指摘した。わが国では主に、
輸送サービスを行う鉄道事業者が主体となって第3セクターを設立し、これに地方自
治体や関係機関が出資を行うといった費用負担方式で鉄道インフラの整備・維持が実
施される傾向にあるが、いずれにしてもこのように鉄道インフラの建設・維持に地方
自治体が直接、費用を負担する例がみられるようになってきたということは、わが国
においてもようやく鉄道インフラを社会資本の一つとみなす傾向が出てきた証左であ
るといえる。
第4章　戦後のわが国における鉄道事業の展開
　この章では特に旧国鉄を例にとりながら、戦後のわが国における鉄道事業の展開を
考察した。この作業によって、第3章で検討したわが国の鉄道整備・維持制度の背景
にある鉄道事業経営の環境変化を理解するとともに、わが国の鉄道事業が戦後どのよ
うな発展を遂げ、衰退し、そして現在はどのような状況に置かれているのかについて
再確認を行っている。
　このうち第1節から第4節までは、1949年の「日本国有鉄道」の発足から1987年の「国
鉄分割・民営化」に至るまでのわが国における鉄道事業の発展・衰退のプロセス、お
よび国鉄改革の概要について整理している。戦後の復興期から1960年代にかけての高
度経済成長期、鉄道は交通産業の中で独占的地位をほしいままにしていたものの、1960
年代中盤以降は自動車交通の発達に伴うモータリゼーションの進展によって鉄道の独
占体制が崩壊し、鉄道事業の収益性は大幅に低下した。以上のことからわが国におい
ても欧米諸国と同様、1970年代以降は「参入規制」＋「内部補助」型の伝統的な鉄道
政策に基づく鉄道の整備・維持は事実上不可能になっていったことをここで指摘して
いる。つづく第5節では、JR　7社および民営鉄道における事業経営の特徴や輸送動向、
設備投資状況など、わが国の鉄道事業経営の現状についてまとめている。
終　章　わが国の鉄道整備の方向性と今後の課題
　終章では、第1章から第4章までの考察・検討内容を踏まえた上で、今後のわが国
における鉄道整備・維持の方向性を検討するとともに、あわせて今後の鉄道整備の課
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題について述べている。
　交通産業では今後、需給調整規制が廃止されることに伴って、鉄道事業者のさらな
る収益性の低下が予想されることから、鉄道事業者が中心となった鉄道整備・維持は、
地方部、大都市圏、幹線鉄道を問わず、いずれのケS・－tスにおいてもほとんど期待でき
ない状況になると考えられる。このような状況下で今後、さらなる鉄道整備の促進を
図るためには、鉄道インフラに対して公的機関が費用面を中心にその責任と役割をこ
れまで以上に積極的に果たしていくことが重要となる。この場合、従来からの鉄道事
業に対する補助制度を拡充することももちろん必要であるが、同時に西欧諸国のよう
に公的機関が鉄道インフラ部分を全面的に建設・維持・保有し、民間企業がその鉄道
インフラを借り受けて鉄道輸送サービスを行うという、いわゆる「公設民営」方式の
導入を検討することも今後は重要なポイントになってくるように思われる。
　いずれにしても、今後の鉄道インフラの整備・維持には公的機関の費用面・責任面
で果たす役割がきわめて重要になってくることだけは間違いない。また、自らの地域
の鉄道に関する意思決定はその地域でなされるのが本来的には望ましいことから、公
的機関の役割についても今後は国が主体となるのではなく、地方自治体が中心となっ
て自らの地域の鉄道整備・維持のあり方に責任を持つ必要があると考える。ただしこ
れを実現するためには、従来からの行政機構のあり方をもう一度再検討し、地方分権
時代に対応した新たな行政システムを構築することが必要となる。
　市場原理を最大限活用するための規制緩和や民営化は、社会・経済のなかで公的部
門（パブリック・セクター）の経営効率を高めるとともに、事業規模を大幅に縮小さ
せていくことであるが、他方、現実には市場原理だけで解決されない分野も多数存在
しており、こうした分野には従来にも増してパブリック・セクターの果たす役割が強
く求められるケースが存在することを改めて認識しなければならない。本研究では、
市場原理のみでは解決できないさまざまな課題や、パブリック・セクターの役割の変
化についても理論的に考察している。
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